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2000年選挙とアメリカ市民の選択：大統領選挙を中心に
相内真子（北方園生活福祉研究所）
抄録
クリントン路線の継続か，政権交代か。2000年1月に行われたアメリカ合衆国大統領選挙は，
国内のみならず国際的にも多くの関心を集めた。投票用紙の不備と開票作業のトラブルに端を
発した選挙結果の混乱は，実に35日間にわたってアメリカの次期大統領が決定しないという異
例の事態を招いた。新大統領の決定は法廷の場に持ち込まれ，最終的な裁定を下したのは連邦
最高裁判所である。これによって，「選挙人の獲得数で、勝ったものの， 得票数で負けた」史上3人
目の大統領が誕生した。35日間にわたる党派的抗争とその結末は，国家のリーダーの選出に関
わる様々な疑問をアメリカ市民と国際社会に投げかけた。
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I はじめに
クリントン民主党政権が，副大統領を務めたアル・ゴ
ア候補にヲlき継がれるのか，それとも，挑戦者であるテ
キサス州知事ジョージ・W.ブッシュ候補が， 8年ぶりに
共和党に政権を取り戻すことができるのか， 2000年1月
7日に行われたアメリカ合衆国の大統領選挙は，全世界
の注目を集めた。しかしながら，よく知られているよう
に，この大統領選挙は，選挙結果をめぐる混乱と対立か
ら，実に35日間にわたって勝者が確定せず， 最終的には
司法が裁定を下すという， 異例な結果に終わったのであ
る。
事実，この選挙では，多くの予想外の事態が生じた。
まず，全米の得票数で相手候補を上回った勝者であるゴ
ア候補が，選挙人の獲得数で下回ったために，結果的に
大統領に選出されなかった。このような結果は，アメリ
カ選挙史上前例がないわけではないが1），近年では極め
て異例である。さらに，連邦最高裁判所の判断が，次期
大統領を決定することになった。これもまた異例といえ
よう。超大国アメリカの大統領選挙の混乱は，世界を驚
かせ困惑させたが， 一方で，アメリ カの政治や選挙制度
研究にとって，あらためて豊富な研究材料を提供したと
いえる。
ところで，混乱の発端は， ABC.CBS. NBCなどを含む
主要テレビ局5社にデータを提供する調査会社のミスが
原因で，激選区フロリダ州の開票速報が二転三転したこ
とにある。主要メ ディ アが， 共同出資して作った情報
サービス会社1社だけのデータに依拠していたことも驚
きだが，なんといってもこの最初の蹟きは，「メディア社
会・アメリカ」の危うさを露呈した。次に，ゴア，ブッ
シュ両候補の得票が僅差だ、ったために行われた，フロリ
ダ州での投票の再集計過程では，アメリカの選挙制度や
その運営上の問題点が明らかになった。「有権者の意思
を読み取る」ために昼夜続行された，手作業による票の
再集計シーンは， 「ハイテク社会・アメリカjを疑わせる
のに十分だった。さらに，選挙結果を巡るゴア，ブッシュ
両陣営の訴訟合戦とそれを指揮する弁護士たちの姿は，
「訴訟社会・アメリカ」を強烈に印象づけたといえよう。
筆者は，大統領選挙が行われた1月7日を挟んで数日
間アメリカに滞在し，民主 ・共和両陣営の選挙キャンベ
インを取材し， 結果を巡る初期の混乱を目撃する機会を
得た。小論は，今回の大統領選挙をクロノロジカルに追
いながら，混乱から終息へ向かうプロセスで明らかに
なったいくつかの問題点をとりあげ，考察を加える試み
である。
I ホワイトハウスへの長く厳しい道のり：
予備選挙とコー力ス
アメリカ合衆国大統領に選出されるためには，長く厳
しい戦いに勝ち続けなければならない。 各政党は， 政党
の公認候補となる「指名候補Jを，1月の一般選挙に先
立つ7月， あるいは 8月に開催される全国党大会で最終
的に決定する。2000年選挙では，共和党がフイラデル
フイアで，民主党がロスアンゼルスでそれぞれ党大会を
開催し，共和党がブッシュ氏を，民主党がゴア氏を，そ
れぞれ大統領候補に指名した。しかしながら，現実に
は， 党大会での正式指名を待つまでもなく， その年夏ま
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での聞に，スーパー・チユーズデーにほぼ一斉に行われ
るか，あるいはその前後に行われる，各州、｜の政党ごとの
予備選挙や，コーカスと呼ばれる党員集会の結果から，
だれが次期大統領の指名を受けるかは明らかになってい
る。したがって，全国党大会とは，この結果を公式の手
続きによって正式に宣言する一方，それまで同じ政党内
のライバルとして競いあった候補者間やその支持者間の
確執を取り払い，指名候補との一体感を強め，対抗政党
の候補に勝つという闘争本能を高揚させ， 1月の一般選
挙に向けて，政党としての団結を誇示する最大のイベン
トなのである。
ところで，予備選挙やコーカスを経て「本命Jが絞ら
れていく過程で，多くの候補者が選挙戦から脱落する。
彼らの多くは，資金不足のため，各州を万遍なく回るこ
とができず，有効な選挙戦を展開できずに撤退を余儀な
くされるのである。さらにいえば，出馬予定者たちは，
選挙年の 1年以上前から，マスメディアを利用して顔を
売り，有力者に働きかけて支持をとりつけ，選挙資金獲
得に奔走する。選挙年のl月に行われるアイオワ州の
コー カス， 2月のニューハンプシャー州の予備選挙が，
最も早い時期に始まる大統領選挙戦の公式スタートであ
り，ここでの結果が，その後の選挙戦の展開に大きな影
響を与える。このため，候補者たちは頻繁にこれらの州
を訪れ， TVコマーシャルを買うなど，資金の多くを投
入する。同一政党内の競争である予備選挙やコーカスに
対しては，候補者は政党の支援を期待できないので，資
金の調達は，あくまで候補者本人の才覚に負っている。
予備選挙を勝ち抜く力は，まさに「金力」なのである。
連邦選挙管理委員会の報告書によれば， 2000年選挙
で，ゴア候補とブッシュ候補が予備選挙に投入した資金
は，それぞれ約4.400万ドル，約l億ドルである。予備選挙
までの資金については，「マッチング・ファンド」と呼ば
れる連邦選挙管理委員会の「同額補助金制度」2）を利用
しない限り，支出に上限はない。実際，予備選挙までの
各候補の仕事は，資金集めであるといっても過言ではな
い。したがって，この間は，政策に関する議論は活発と
はいえないのである。むしろ，資金集めの能力が，大統
領候補としての適格性とほぼ同義となる。勝てる候補者
の条件は，知名度，リーダーシップ，カリスマ性などで
あるが，現職の副大統領であるゴア候補と元大統領の息
子でテキサス州の現職知事であるジョージ・ Wブッシュ
候補は，これらの点において，他の候補たちより数段優
位に立っていた。
もっとも，ゴア候補は，元上院議員のビル・ブラッド
リー候補，ブッシュ候補は，現職上院議員のジョン・マ
ケイン候補といった，それぞれ強力なライバル候補たち
の，予備選挙やコーカスでの健闘に，時にその優位を奪
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われ，またしばしば脅かされもした。有力なライバル候
補は，本命候補に勝つことができなくても，彼らと政策
上の取引を行い，選挙後にある程度の影響力を保持する
ことができる。カリフォルニア州やニューヨーク州な
ど，多くの州が一斉に予備選挙やコーカスを行うスー
ノ｛－.チューズデーを経て，各政党の最終勝者が明らか
になる頃，ライバル候補たちは敗北を宣言する。正式な
候補者指名を行う各政党の全国党大会では，これらかつ
てのライバルたちが演壇に立ち，予備選挙でのわだかま
りや敵対意識を捨て， 一般選挙での勝利に向けて，党員
の協力と団結を訴えるのが，一般的になっている。
ところで，二大政党の大統領・副大統領候補が正式に
決まった後は， 1月の一般選挙に向けた選挙キャンペイ
ンが開始される。 一般選挙の費用は，民主・共和の両党
に対して連邦から一律に支給される公的資金と，政党か
らの支出が認められている追加資金でまかなわれる。一
般選挙で公的資金を受ける候補者は，これ以降は，個人
や団体からの献金を一切受けとることができない。しか
し，この段階になると，候補者も政党も資金集めから解
放され，政策論争に専念することができるのである。こ
の後は，選挙人数が多い大規模州を中心にした遊説や，
大統領候補同士，副大統領候補同士の「デイベート」，す
なわち公開討論会を経て，相互に政策の違いを際立た
せ，投票日に有権者の判断を待つことになる。
詳細は後述するが， 一般選挙での勝者，すなわち次期
アメリカ合衆国大統領は，得票総数の多さではなく，各
州に割り当てられた「大統領選挙人」の獲得数で決定す
る。この制度の下では，たとえ得票数で相手候補を上
回っても，獲得した選挙人数で負ければ，大統領になれ
ないという事態が生じる。 1年以上にわたる選挙運動，
特に資金集めの苦労，また，選挙結果のこうした不確実
性は，ホワイトハウスへの道程をますます長く厳しいも
のにしているといえよう。
I 一般選挙：フロリダ州の混乱
1回大統領選挙人の選出
一般選挙の投票日は， 1月の第1月曜日の次の火曜日
と定められており， 2000年選挙の投票日は， 1月7日で
あった。一般選挙では，有権者は，大統領本人ではなく，
各州の「大統領選挙人Jを選出するのであり，大統領は，
これらの選挙人を通した間接投票によって選出されるこ
とになる。各州の選挙人の数は，それぞれの州で選出さ
れる連邦議員数と同数であり，選挙人の総数は，これら
50州から選出される535名に，首都ワシントンの選挙人
3を加えた合計538名である。過半数にあたる270の選挙
人票を獲得した候補者が，次期大統領ということにな
る。
各州に割り当てられる選挙人の数は，上院議員分とし
てどの州も 2名，また，下院議員分は，議席が人口に応
じて配分されるため，人口が多い州ほど選挙人の数は多
くなる。一般投票で 1票でも多く得票した候補者が，そ
の州の選挙人票を全て獲得できる 「勝者独占方式＝ウイ
ナー・テイク・オール」を採用している州がほとんどで
あるため，戦略的には，選挙人の数が多い州で勝利する
方が効率がよい。したがって，どの陣営も，選挙人の数
が54と最多のカリフォルニア州をはじめ， 33のニュー
ヨーク，また32のテキサスなどで激しい選挙戦を展開す
る。今回，混戦の舞台となったフロリダ州の選挙人数は25
である。
有権者は，大統領を直接選出するわけではないが，概
して，投票用紙には大統領候補の氏名が記載され，実際
に大統領を選出する選挙人が誰なのかは，不明である場
合が少なくない。一方で，選挙人は名誉ある任務と考え
られ，それに選ばれることは，党への貢献が評価された
ものと解されている。事実，選挙人の多くは，政党幹部
や多額献金者などである。各ナ1-Uこ首都ワシントンで選出
されたそれらの選挙人は， 12月の第2水曜日の次の月曜
日（2000年では12月18日）に，それぞれの州都であらた
めて大統領候補に投票し，その結果はワシントンの国立
公文書民館に送られ， しばらく保管された後， 翌年1月6日
に召集される上下両院合同会議で開票され，次期大統領
が正式に決定される。
いうまでもないが，誰が次期大統領になるかは， 一般
的には， 1月の投票日の結果から直ちに明らかであり，
したがって， 選挙人による投票は，ごく形式的なものに
すぎない。しかしながら， 今回のよ うに，獲得した選挙
人数が僅差である場合，選挙人の中には，本来投票する
ことが「想定されている」候補者ではない方の候補者に
投票し， 一般選挙の結果とは異なる結果を導こうと考え
る者が出たとしても不思議ではない。なぜなら，選挙人
に対して，その代表する政党の大統領候補に投票するよ
う義務づけている州は，実際には50州のうちの半数に過
ぎず，残りの半数は，選挙人の行動を制約していないか
らである。したがって，有権者による投票の得票数で上
回るゴア氏にこそ，大統領として選出される正統性があ
る，と考える共和党の選挙人が出現する可能性もあり，
これまではさして注目されることのなかった 「選挙人に
よる投票」が，にわかに脚光を浴びることになった。し
かしながら，結局，共和党側からの造反票は出ず，逆に
民主党の選挙人のうち 1人が白票を投じたことが明らか
になった。
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2. フロリ夕、州、｜の混乱：何が間違っていたのか
1) 「メディア社会・アメリ力」の危うさ
フロリダ州の混乱は，アメリカの選挙制度が抱える多
くの問題点を明らかにした。まず，第一に，混乱の発端
となったメディアの問題がある。既述の通り，主要テレ
ビ局が共同で出資・設立した世論調査会社 (VNS= 
Voter News Service) が不正確なデータを提供し，これ
を基に判断したテレビ局が，まず一斉に「激選区フロリ
ダをゴアが確保」という誤報を流し，その後の当確報道
も二転三転し迷走した。不正確なデータはもちろん問題
だが，そもそもl社のデータだけに依存したテレピ局の
軽率さも責められるべきであろう。時間帯が本土だけで
も4つに分かれるアメリカでは，選挙の最終結果が確定
するのに時間がかかる。投票の時間帯がずれる地域の有
権者への影響を考慮して，開票作業が既に始まっている
州の途中経過や結果に関する報道は，控えるべきとされ
てきた。にもかかわらず，現実には，メディア各社は情
報の精度以上に早さを競い合う傾向がある。今回の選挙
では，ゴア当確の報道を信じて棄権した，あるいは投票
意欲を失ったと主張する有権者が， VNSとテレビ局7社
を相手に訴訟を起こした3）。 世論調査とメディアは，現
代のアメリカ選挙政治を構成する重要な要素であり， こ
の蹟きは， アメリカ市民に大きな衝撃を与え， 「メディア
社会・アメリカ」に警鐘を鳴らしたのである。
2) 「jtイテク社会・アメリカJの実態
第二に，投票用紙のデザイン，投票方法，そして集計
方法などをめぐる，選挙の現場における混乱が挙げられ
る。ここでの問題の発端は，高齢者の多いパーム・ビー
チ郡で，「投票用紙の穴をあける場所を間違えたjと訴え
る有権者が相次いで出現したことだ。フロリダ州法で禁
止されているはずの，両開きの投票用紙の左右に候補者
名を並べた「バタフライ・パロット」が使用され，不慣
れな有権者が，ゴア候補に投票するべきところを，誤っ
て改革党のブキャナン候補に投票してしまった，と訴え
たのである。民主党の社会保障政策を支持する退職者・
高齢者の割合が高いこの地域で，共和党以上に 「小さな
政府」を志向する改革党候補が，予想、をはるかに上回る
得票を重ねていることは異常であり，誤った投票を誘発
する投票用紙の欠陥が指摘されたのである（図）。
投票のやり直しを求める動きも出てくる中で州全体の
開票が進み，不在者投票や海外からの投票者分を除い
た，即日開票分が明らかになった。この時点で， ブッ
シュ候補とゴア候補の票差は1,700票程度，投票総数のわ
ずか0.03%であった。 フロリ ダ州法では， トップと次点
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A Case of Mistaken Identity 
Som巴votersin Paim Beach County, Fla .cl白imthey we「巴 confusedby the pu 「1ch-cardballot. one of s巴ve「白Ivoting methods 
used in Florida. The ballot requires voters to punch a hole cor「巴spondingto th巴irchoice. But so門可evot巴rshave said that 
the positioning of th巴holesand the alignment of the candidates may hav巴｜巴dsome suppo代巴rsof Al Gore to vote instead 
for Patrick J. Buchanan. who rec日ivedmore votes in P臼ImBeach than in any other Florida county. 
DISPUTED”OLE 
The New Y町kTimes; Phowgraph by Associ.oted Press 
〈図＞ Ji.ー ム・ビーチ郡のバタフライ・パロット
(The New York Times, 11/09/2000) 
ゴア候補に投票したいと考える有権者は、上から3番目の穴にパンチしなければならないが、穴
の位置と候補者名の並び方が混同を招きやすく，ゴア候補に投票するつもりが，ブキャナン候
補に誤つで投票したと訴える有権者が続出した。
の票差が投票総数の0.5%に満たない場合には，機械によ
る再集計が義務づけられており，それはただちに実施さ
れた。この再集計の過程で，今度は新たに，機械が読み
取れず「無効票」とされた票の扱いをめぐって，激しい
論争が展開されることになった。投票したい候補者名の
横に機械を使って穴を開けるパンチ式の投票用紙の中に
は，穴の開き方が不十分で、，無効票としてはじき出され
たものがかなり存在し，試験的に行った 1%分の手作業
集計の結果，ゴア票が増えたのである。
これらの疑問票は，移民や高齢者が集中する 4つの郡
で大量に発生していた。すなわち，投票機械の老朽化に
加えて，高齢者や投票方法を熟知していない移民たち
の，パンチする際の力が不十分であったことが考えられ
る。「妊婦票」とか 「えくぽ票」などと榔捻された，それ
らの投票用紙に込められた「有権者の意思」を，どのよ
うに読み取るべきなのか。時間と労力をかけても，手作
業による再集計を通して 「読むJ努力をすべきなのか，
あるいは「投票の公平性」の原則に則って機械が読み取
れないものは無効として一括処理すべきなのか。「有権
者の意思を読み取る」ために昼夜を問わず続行された手
作業のシーンは， 「ハイテク社会・アメリカ」の裏側の現
実をさらけ出した。
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各州の選挙結果が明らかになり，結局，フロリダ州の
25人の選挙人の帰趨が，次期アメリカ大統領を決定する
可能性が濃厚になった。ここに至って， 事態は，党派性
をむき出しにした，まさに全米を巻き込む大論争に発展
したのである。
3) アメリ力政治における党派性の問題
第三に，選挙管理や運営に携わる人たちの党派性の問
題がある。州全体の選挙を統括する選挙管理委員会の
トップは，フロリダ州では州務長官である。州務長官は
同州では公選職であり，知事に次ぐ地位であるとされ
る。キャサリーン・ハリス州務長官は，選挙管理の最高
責任者として開票結果の判断に最大の権限をもっ一方，
実は純然たる共和党員であり，大統領選挙においては，
フロリダ州のブッシュ陣営の選挙対策本部長を務めてい
た。後述するように，ハリス州務長官は，開票結果をめ
ぐる混乱の過程で，ブッシュ候補寄りの決定を重ね，職
務上の中立性が大いに疑われた。他方，憲法や選挙法な
ど州法の解釈や適用に詳しく，ゴア候補に第1回目の敗
北宣言を撤回するよう助言したとされる同州の司法長官
は，ナト｜務長官同様公選職であるが，同時に民主党員とし
て，フロリダ州のゴア選対本部長であった。この他，疑
開票の再集計を支持する郡レベルの選管では，役職者の
多くが民主党員であった。フロリダ州に限らず，アメリ
カの膨大な数の公選職には常に党派性がつきまとうが，
その問題性が，あらためて浮き彫りになったといえよう。
フロリダ州では，選挙結果に決着をつけるため，不在
者投票や在外投票も厳密に集計されることになった。し
かも，この精査のプロセスで，これらの投票に関わる杜
撰な扱いや不正も，また明らかになったのである。さら
に，選挙運営を巡るフロリダ州の混乱を契機に，他州の
問題点も指摘されはじめた。アラスカ州では，有権者登
録数が投票年齢人口を上回った，またニューヨーク州で
は，故障した投票機械の修理が間に合わず，投票をあき
らめた有権者が出た，などである。連邦国家であるアメ
リカでは，州、｜の独自性が尊重され，連邦レベルの選挙で
あっても，州、｜が定める選挙法に従わなければならない。
再集計規定はフロリダ州の選挙法で定められているが，
投票用紙のデザインや作成，実際の開票作業は，各郡の
選管が受け持つことになっている。ところが，現実に
は，これらの作業の非常に多くの部分がボランテイアに
よって担われており，こうした事情が，異常事態への対
処を甘くしたといえよう。これまでの投・開票システム
が，接戦にはもはや耐えられないものであることを，今
回の選挙は明らかにしたのである。
JV 訴訟合戦：誰が大統領を決めるのか
1 .代理戦争
メディア社会，ハイテク社会としてのアメリカの優位
が疑われる中で，「訴訟社会・アメリカ」の面白を躍如さ
せたのは，再集計の是非の判断や選挙結果の確定に司法
が参入したことである。既述の通り，ブッシュ候補とゴ
ア候補の得票が僅差であるため，フロリダ州では，疑問
票について手集計が進行中であり，さらに，疑問票の発
生地域が民主党支持の強い州内の4郡であったため，ゴ
ア票の増加が期待された。これに対し，ブッ シュ陣営
は，手集計を進める基準がないとして作業の差し止めを
提訴したが，連邦地裁はこれを却下し，手集計は続行さ
れた。 一方，ハリス州務長官は，投票日の7日後に結果
の認証を行うとする州法をたてに， 1月14日に投票数の
認証を， 18日に不在者投票分を加えた認証を行うと発表
した。手作業を続行する郡選管もある中，ハリス長官は
手集計による追加票は受理しないと発表，今度はゴア陣
営が連邦巡回裁判所に手集計分を認めるよう提訴した。
この訴訟では，ハリス長官側が支持されたが，ゴア側が
フロリダ州最高裁判所に提訴し， 1月17日，州最高裁は，
18日の勝者決定を差し止め， 手作業による追加分を確定
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結果に算入するための期限を1月26日と した。
膨大な作業を前に，期限に間に合わないことを理由に
手集計を中止した郡もあり，一方，ゴア側が期待したほ
ど票差が縮まらない中，1月26日，ハリス州務長官は，
537票差によるブッシュ候補の勝利を認証した。ゴア側
は，敗北宣言を行わず，手集計の続行を訴え，その正統
性を主張し続けたが， 12月4日，連邦最高裁判所は， 手
集計を認めた1月17日のフロリダ州最高裁判所の判決
を，手集計の基準が明らかでないことを理由に破棄，同
裁判所に差し戻した。これは，訴えを起こしたブッシュ
側を支持する判決であったが，差戻しを受けた州最高裁
は， 12月8日，むしろ，手集計を全郡に拡大して再開す
るように命じ，ゴア側に有利ともいえる決定を下した。
しかし一方で，州最高裁は，有効票の基準を明確に定め
ず，各選管の裁量に任せたのである。ブッシュ側は，こ
の判決を不服として，再ぴ連邦最高裁に提訴した。
ところで，連邦最高裁が－＿§＿州に差し戻したからに
は，州の決定に対する連邦の再度の介入はないという見
方が一般的であり，この時点ではゴア候補が有利かと思
われた。しかしながら，連邦最高裁は，ブッシュ側の再
度の提訴に応じて，手作業の中止命令を出すかたわら，
12月12日，フロリダ州最高裁の判決を違憲と断じ，ブッ
シュ候補の勝利を事実上決定的なものにしたのである。
12日は， 全米の大統領選挙人を確定する日に当たり，ゴ
ア側にとってこれ以上争うことは事実上むずかしくなっ
た。さらに，投票日から時間が経過するにつれ，ゴア候
補を「往生際の悪いやっ＝SoreLoser」と批判する声も高
まり，フロリ ダ州議会が独自に選挙人選出を行う動き も
見せていたため， 14日，ゴア候補は敗北宣言を行い，実
に5週間にわたって宙に浮いたままだった次期大統領＝
アメリカ合衆国第43代大統領の座には，ジョージ・w.
ブッシュ氏が就くことに決定したのである。
ブッシュ，ゴア両陣営による一連の訴訟合戦では，全
米のエリート弁護士が多数動員され，結果の正当性をめ
ぐる法律論争が展開された。ブッシュ側は，父親である
ブッシュ元大統領の政権下で国務長官を務めたジェーム
ズ・ベーカー氏，他方，ゴア側は，クリントン政権でや
はり国務長官を務めたウオーレン・クリス トファー氏と
いった，それぞれ超大物弁護士を弁護団のトップに据
え，互いに全米最強の布陣を誇った。 ゴア陣営はおよそ
300人の，ブッ シュ陣営はおよそ150人の弁護士を動員
し，そのための費用は，両陣営あわせて，日本円でおよ
そ15億円といわれている。弁護士たちは，開票，再集計，
手集計の現場を監視し，法廷に立ち，論戦を繰り広げた。
大統領選挙は，まさに弁護士による 「代理戦争」と化し
たのである。
訴訟合戦に終止符をうち，最終的に，アメリカ合衆国
??
2000年選挙とアメリカ市民の選択 ：大統領選挙を中心に
次期大統領を決定したのは，連邦最高裁判所であった。
「誰が大統領を選ぶのか」の問題は，「得票数で負けなが
ら選挙人数で勝った」人物が大統領になることへの割り
切れなさに，もうひとつの困惑をつけ加えたといってよ
いだろう。
2.連邦最高裁判所：公平な審判者なのか
連邦最高裁の最終的な判断は，手集計を一時差し止
め，その上で，「手集計による疑問票の判断基準が暖味な
現状では，郡によって異なる判定がなされる可能性があ
り，それは合衆国憲法の定める 『法の下の平等J原則に
違反する」というものであった。少数意見は，「連邦では
なく州の最高裁判所が基準を示すことで，違憲ではない
手集計が可能」だと主張したが，多数意見は，「憲法に合
致した手集計を期限以内に行うのは不可能」だとして，
手集計を認めたフロリダ州最高裁判決を破棄したのであ
る。
「裁判所が大統領を決定する」ことの問題性は，裁判官
の党派性と関わる。州の裁判所の判事は，選挙で選ばれ
る場合が多く，党派を明言しない場合でも，そのイデオ
ロギー的立場はかなり明らかである。フロリダ州の最高
裁判所は，判事7人中6人が民主党であり，既にみてき
たように，手集計を巡る訴訟では，ゴア陣営に有利な決
定を重ねて下している。
他方，連邦最高裁判所の判事は，公選職ではなく，大
統領が指名し，上院の承認を経て任命される。弾劾され
ない限り終身であるため，身分は非常に高い。判事に補
充の必要性が生じた場合，大統領は，自らの政治理念に
近い立場の人物を候補者として指名する。保守かリベラ
ルかといった，候補者のイデオロギー的立場が重視さ
れ，これに大統領と上院の力関係が加わり，最高裁判事
の指名を巡る人事は難航する場合が少なくない。概し
て，民主党の大統領はリベラルな人物を，共和党の大統
領は保守的な人物を指名する。連邦最高裁は9人の判事
で構成され，今回の決定に関わった彼らのイデオロギー
的な立場は，超保守と超リベラルな両極端をl人づっ含
みながら，保守3，中道2，リベラル4と色分けされる。
フロリダ州の手集計を一時中止させた判決は，保守・中
道派5，リベラル派4で分かれ，最終的には7対2で，先に
みた結論に達したのである。
選挙に関わる多くの公職が党派性をもつこと，連邦最
高裁の判事たちでさえ党派性から自由でないことは，ア
メリカにおける 「公正と正義」を巡る議論を白熱させた。
少数意見を述べたスティーブンス連邦最高裁判事は，
「大統領選で実際に勝利したのは誰か，我々は確信を
もって知る機会はないかもしれないが，誰が負けたかは
明らかだ。それは，公平な法の守護者としての司法への
信頼だ」 4）と述べ，党派性が，司法に対するアメリカ市
民の信頼を揺るがしつつあることに警鐘を鳴らしたので
ある。
v 何をどうすればよいのか：轍を踏まないために
1回大統領選挙人制度は妥当か
これまでみてきたように， 2000年選挙は，アメリカの
選挙システムが様々な問題を内包することを明らかにし
た。とりわけ，大統領選挙人を選出するという間接選挙
が，有権者の意思を忠実に反映する方法として妥当かど
うかが，議論された。大統領選挙人制度が採用された背
景には，エリート政治家たちの「大衆の判断力に対する
不信感」があったとされる。すなわち，独立後間もない
1787年の憲法制定会議では，国民の直接選挙で大統領を
選出すると決めた場合，どのような人物が選ばれるかわ
からないという不安が憲法起草者たちの間にあった。他
方，間接選挙にした場合，各州議会が選ぶことになれば
州政府の権力が強化され，また，連邦議会が選ぶことに
なれば，連邦の権力が強化され，かつ党派的政争に発展
する可能性がある。そこで，折衷・妥協案として，直接
選挙ではないが有権者の意思を生かす方法として，各州、｜
が，知性と判断力を備えた，いわば有識者を大統領選挙
人として選出する複雑な間接選挙制度が採用されたので
ある。当時は，通信や交通手段が未発達で候補者に関す
る情報が不足しており，憲法起草者たちが最も懸念して
いた，デマゴーグなどが指導者として選出される可能性
は，これによって封じられることになった5）。
ところで，選挙人制度は，ある候補が，得票数で、勝っ
ても選挙人数で負ければ大統領に選出されないという矛
盾を，そもそも内包するものであった。この「ねじれ」
は， 1876年と1888年の過去2回生じており，この結果「得
票数で敗れた大統領」が誕生した。これらの大統領は，
党派的対立に巻き込まれ，リーダーシップを発揮できな
いまま，いずれも結局1期で職を離れている。今回の選
挙でも，地位を支える正統性の基盤が脆弱ともいえる
ブッシュ氏が，大統領として十分なリーダーシップを発
揮できず，政権運営上大きな問題を生じるのではないか
と懸念された。選挙人制度は，エリートが大衆を信用し
なかった時代の遺物であるという批判が強まり，直接選
挙に改めるべきだとする世論は， 一時61%に達したので
ある6）。
しかしながら，選挙人制度の廃止・直接選挙の導入に
は，大きな抵抗が予想される。 一つには，この制度が，
人口が少ない小規模州でも，最低3票の選挙人票を確保
することができるからである。得票数だけの勝敗になれ
-102一
ば，これらの小規模州が相対的にもつ連邦への影響力
は，急減するであろう。さらに，選挙人制度を改めるた
めには，憲法改正が必要であり，そのためには，上下両
院で3分の2の賛成と， 38州での批准が必要である。した
がって，大統領選挙制度の改革が，近い将来実現する可
能性は高いとはいえない。
選挙人制度に関わるもう一つの問題点として，勝者独
占方式があげられる。各州での一般投票の相対的多数を
得た政党が，選挙人をすべて獲得するこの制度が，民意
を忠実に反映するといえるのかについては，かねてより
議論されてきた。現在では，ネプラスカ州とメイン州を
除く全米48州、！と，首都ワシントン市がこの制度を採用し
ている。得票率に応じて選挙人数を比例的に配分する方
法も検討されているというが，民主・共和の二大政党以
外の第三政党の参入を，効果的に阻止しているこの方法
が改められる可能性もまた，大きいとはいえないのであ
る。アメリカの選挙制度は，大統領選挙であれ連邦議会
選挙であれ，予備選挙において候補者が選出される二大
政党の候補者は，自動的に一般選挙の投票用紙に氏名が
記載される一方， 二大政党以外の候補者は，それぞれの
公選職の出馬に必要な数の有権者の署名を揃えて，請願
の手続きをしなければならない。二大政党への制度上の
優遇が，第三政党の参入のハードルになり，有権者の選
択の幅を狭めているという批判もある。
今回の選挙では，「緑の党」のラルフ・ネーダー氏と
「改革党」のパット・ブキャナン氏の三候補が，三大政
党以外の候補者の中では比較的知名度が高い存在であっ
た。このうち，環境保護者の支持が高いネーダー候補
は，得票率は 3%程度であったが， いくつかの州で，支
持層が重なるゴア候補の票を奪い，ゴア氏がブッシュ候
補に競り負ける要因になったとされる。フロリダナト｜で
は，ネーダー票は約94.000あり，ネーダー氏が出馬しな
ければ，これらの票の多くはゴア候補に投じられ，ゴア
氏が圧勝したと推測されるため，ネーダー氏に対する
「妨害候補」批判も強かった7）。 これは， 二大政党以外の
候補者に正統性を見出せない一般有権者の心性を反映す
るともいえ，二大政党中心主義の「社会化」効果の浸透
ぶりを示すものといえよう。
2.投票システムの問題
混乱の最初から最後まで注目を集め，かつ議論された
のは，地域でまちまちの投票用紙や投票方法であった。
しかしながら，投票の全システムが，全米的に統ーされ
る可能性はほとんどないように思われる。なぜなら，ア
メリカの選挙では， 1回の選挙で投票に付される公職が
極めて多く，連邦の大統領からカウンテイの保安官や検
死官まで，また裁判官や教育委員が含まれる場合もあ
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り，さらに住民投票にかけられる案件も多く，投票する
内容が地域によって大きく異なるからである。
したがって，投票用紙は，地域ごとの選挙事情を反映
する形になるが，有権者を混乱させないようなデザイン
でなければならないし，同時に，投票機械については，
開票や集計の過程に，作業を行う人たちの主観や恋意が
入り込まないような工夫が必要である。 ハイテク化が著
しいアメリカではあるが，タ ッチ・スク リー ンという電
子投票方式を採用しているのは，全体の 9%にすぎず，
パンチカード方式やマークシート方式が依然多数を占め
ている8。投票システムの改善が進まない理由の一つ
に，選挙業務を担う自治体の資金不足があるとされる。
連邦の財政支援があれば，ある程度，この投票システム
が持つ問題点は解決されるであろう9）。
次に，選挙に対する有権者の関心を高め，全体的な選
挙環境を改善することも重要である。今回の大統領選挙
では，接戦が予想されていたため，有権者の参加意欲は
高いと思われていた。事実，投票所によっては，朝から
長蛇の列ができるほど盛況だ、ったところもある。ところ
が，実際の投票率は52%程度であり，前回より上昇した
ものの，依然低いレベルに留まっている。アメリカで
は，満18才になり投票資格年令に達しでも，有権者登録
をしない限り，投票することはできない。一方，有権者
登録をした者の間での投票意欲は高いことから，この登
録制度をより簡素化し，登録率を高めることが投票率の
上昇につながると考えられる。そこで，大多数のアメリ
カ市民が利用する，運転免許の申請や更新手続を行う場
所や，他の行政サービスの申請窓口でも有権者登録を行
えるようにし，それによって登録率を向上させようとい
う法律が既に成立している10）。 他にも，投票日の火曜日
を休日にする，あるいは投票のための時間を公休にす
る，などの工夫もいくつかの州で試みられている11）。
VI 政治学者は選挙をどうみたか：
予測はなぜ外れたのか
今回の選挙では，多くの政治学者が，接戦だった過去
の大統領選挙を例に，まず結果を予測し，次に予想外の
展開と意外な結末の分析に追われた。予測のためのイン
プットは，経済状況，国民の政治への満足度，現大統領
に対する世論の支持であり，これらの指標はすべて 「一
つの方向を示していた」 12）のである。12年間の繁栄，就
任 8年目を迎えてなお， 記録的な高支持を維持する大統
領，すなわち，当初の予測では，現政権の副大統領であ
るゴア候補が，かなりの大差でブッシュ候補に勝利する
だろうとされていたのである。
実際の選挙では，初期の段階でブッ シュ候補が優勢，
次第にゴア候補が追いつき，逆転してわずかにリード，
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9月末のデイベート後はブッシュ候補が再びリードし，
他方ゴア候補は，選挙人数が多い激戦州で終始リードを
続けていた。こうした状況から，政治学者たちの選挙終
盤の予測は，「ゴア候補が，得票数ではブッシュ候補を下
回るものの，選挙人の獲得数で上回り勝利する。」 という
ものだった。しかし，この予測は， 完全に逆転した。な
ぜだろうか。
Erikson (2001）は，敗因の一つが，ゴア陣営のキヤ
ンベインの失敗にあるとみる。第一に，ゴア陣営は，ク
リントン大統領の女性スキャンダルに過剰に反応し，彼
をキャンペインから遠ざけた。そのためにかえって，自
らが副大統領を務めた政権の8年間の実績，とりわけ好
調な経済をアピールする最大のチャンスを逸したのであ
る。第二に，前出のラルフ・ネーダー効果が指摘される。
彼が出馬しなければネーダー票のほとんどがゴア候補に
流れたと推測される以上に，ネーダ一氏の出馬は，ゴア
陣営を動揺させた。すなわち，ネーダ一氏の出馬によっ
て，民主党支持層の左派票を奪われると恐れたゴア候補
は，予想以上に左派寄りのキャンベインを展開する結果
になった。もし，ゴア候補が，アメリカに経済的繁栄を
もたらした中道派の指導者としての実績を強調していた
ら，左派票は失ったかもしれないが，中道派の票を逃さ
ずにすんだかもしれない。もっとも，ネーダー氏が出馬
したという現実の中で，左派寄りの戦略と中道派向けの
戦略のどちらがよかったのかを推測するのは難しい。し
かし，ネーダ一氏の出馬が，ゴア候補をジレンマに追い
込んだのは間違いなく，ネーダー氏の出馬がなければ，
ゴア票が増えていたことは確かである。
Eriksonが次に指摘するのは，世論調査結果に対する慎
重さを欠いた判断である。政治学者もマスメディアも，
全米レベルの世論調査の結果にのみ目を奪われ，ナト凶悪の
世論の動向に大きな関心を払わなかった。すなわち，投
票日を間近に控えた10月末の世論調査の結果から，既述
したように， 「得票数で負けても選挙人の獲得数で勝つ」
大統領の出現が予想されるようになり，それはおそらく
ゴア氏だろうというものだった。したがって，投票日直
前の世論調査の結果，全米レベルでゴア支持が増えたこ
とは，民主党支持者にとっては歓迎すべきサインだっ
た。しかしながら，支持の中身を検討してみると，ゴア
支持は，ゴア優勢州とブッシュ優勢州で3ポイント上
がったものの，激戦区である15州では1.3ポイント上がっ
たにすぎない。すなわち，ゴア支持の増加を州毎のレベ
ルで観察してみると，それが彼の逆転にはほとんど貢献
しない形で生じていることが明らかだったのである13）。
実際の投票結果では，ゴア支持が圧倒的に高い州でゴア
候補は票を伸ばし，激戦州ではわずかに票を落としてい
る。これが，得票数と選挙人獲得数のまれに見る接戦の
背景にあるといえよう。得票数が互角になると，選挙人
の獲得数は揺れ動く 。フロリダ州で，あと何百票かがゴ
ア候補にカウントされていたら，得票数と選挙人の獲得
数で，バランスのとれた次期大統領が誕生していたであ
ろう。
VI おわりに：ブッシュ政権とアメリ力政治のゆくえ
司法の介入という異例な結末を迎えた2000年の大統領
選挙は，アメリカ市民をまさに二分した。すなわち，有
権者の政党支持やイデオロギーの違いが，かなり忠実に
投票行動に反映されたのである。出口調査では，民主党
支持者やリベラルと自認する有権者の86%がゴア候補
に，また共和党支持者や保守的と自認する有権者の91%
が，ブッシュ候補に投票した（表）。このように， 2000年
選挙は，政党支持やイデオロギーといった，投票行動の
伝統的な指標が依然有効であることを証明したが，それ
と同時に，有権者を分裂させる新たなファクターを浮か
び上がらせたのである。1990年代には，人種やジェン
ダーが，投票行動に影響を与えるファクターとして注目
されるようになった。2000年選挙では，これらに加え
て， 「既婚かどうか」，「宗教活動への参加の程度J，「銃所
持の有無」の三つが，投票行動に違いを作る新たなファ
クターとして注目された（表）。この他にも 「大きな政府
か小さな政府か」，「妊娠中絶に対する賛否」などの古典
的争点が，従来通りの効果を保っている。
35日間の抗争は幕を閉じたが，剥き出しになった党派
エゴは，政治に対する不信感と共に，アメリカ社会に深
い亀裂を残した。ブッシュ新大統領は，何よりもこの傷
を修復し，新たな統合へ向かう契機をそのリーダーシツ
プによって創り出さなければならない。議会勢力は，上
院で民主 ・共和が同数で伯仲し14），一方下院では共和党
がわずか9席上回るだけである。新大統領と議会との関
係も緊張感を苧むものとなるだろう。
ブッシュ政権の閣僚人事を見ると，重要ポストには，
父親であるブッシュ元大統領の人脈につながる人物が任
命されている。ブッシュ新大統領と組んで副大統領に選
出されたチェイニー氏をはじめ，パウエル国務長官，ラ
ムズフェルド国防長官，さらに，若手でーはあるが，コン
ドリーサ・ライス大統領補佐官（国家安全保障担当）の
登用は，新大統領が不得意とされる対外政策分野を，経
験者と専門家で補強する意図があるとはいえ，冷戦時代
に逆戻りしたかのような印象さえ与える。事実，新たな
ミサイル防衛計画の着手，京都議定書からの離脱表明な
ど，ブッシュ政権のこれまでの対外政策には，国際協調
よりは国益重視の孤立主義的態度が際立っている。他
方，内政面では， 景気が下降しつつある中，大幅減税法
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案を成立させる一方，荒廃する教育現場の改革にも取り
組む姿勢を明らかにした。さらに，共和党保守派への配
慮から，人工妊娠中絶のための税金支出を抑制する公約
を掲げ，家族計画の相談事業を展開している海外の市民
団体に対して，連邦助成の打ち切りを決定した。
以上ごく簡単にみただけでも，ブッシュ政権下では，
国益重視の対外政策と国内での社会政策の保守化が進行
すると考えられる。政権に対する有権者の評価は，最も
近い将来で， 2002年に行われる中間選挙（連邦議会のみ
の選挙）で下される。この選挙で，共和党の大統領に対
抗するために，民主党が上下両院で多数派となる連邦議
会が実現するのかどうか，アメリカの有権者のバランス
感覚が間われている。さらに， 2004年の大統領選挙で，
ブッシュ大統領が再選されるのか，あるいは，過去に「選
挙人の数で勝ったが得票数で負けた」大統領がそうで
あったように， 1期のみの大統領としてホワイトハウス
を去ることになるのか，異例づくしだった2000年選挙
の， 4年後の最終結末に対する内外の関心は，しばらく
衰えることはなさそうだ。
く表＞ 2000年大統領選挙出口調査
：有権者のカテゴリーと投票行動
(VNS出口調査による）
全解答者のゴアに投票ブッシュに有権者のカテゴリー 割合 （%） （%）投票 （%） 
政党支持
民主党 39 86 11 
共和党 35 8 91 
な し 27 45 47 
イデオロギー
リベラル 20 80 13 
中 道 50 52 44 
保 守 29 17 81 
入手重
白人 82 42 54 
黒人 10 90 8 
ジェンダー
男 d性 48 42 53 
女性 52 54 43 
婚姻関係
既婚 65 44 53 
未・非婚 35 57 38 
宗教活動への参加
週1回以上 42 39 59 
週l回以下 56 55 43 
銃保持の有無
所持 48 36 61 
不所持 52 58 39 
政府の役割
大きい政府 43 74 23 
小さい政府 53 25 71 
人工妊娠中絶
合法 56 65 32 
非合法 40 27 71 
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、 ? ??＝ ?
1）得票数で勝ったものの選挙人数で負けたため大統領
に選出されなかった候補の例は， 1876年， 1888年の
過去2回ある。
2）同額補助金制度（マッチング・ファンド）とは，大
統領予備選挙において，最低201十｜のすべてで1件250
ドル，またはそれ以下の献金で5,000ドルを集めた候
補を資格者として認定し， 候補者の支出上限の半分
に達するまで，献金額250ドルごとに連邦選挙管理委
員会から250ドルずつの補助金を与える制度である。
3）朝日新聞 (11/21/2000)
4）北海道新聞 （12/14/2000) 
5）大統領選挙人制度成立の歴史的経緯については，太
田俊太郎 「アメリカ合衆国大統領選挙の研究」（慶応
義塾大学法学研究会， 1996），第l章， 2章を参照。
6) The New York Times (11/ 9 /2000) 
7）”The Making of a Political Spoiler ，” U.S.News & 
World Report, p.20 (11/07/2000). The New 
York Times (11/09/2000). The Wall Street 
Journal (11/09/2000) 
8) Newsweek (11/29/2000) 
9）カリフォルニア工科大学とマサチューセッツ工科大
学の共同研究チームによる報告書 ”Voting-What 
is, What could be”は，投票機械の改善に関する提言
を行っている。
10) 1993年に成立したJ’NationalVoter Registration Act” 
によって，これが可能になった。 この法律は， 一般
に” MotorVoter Registration，，と呼ばれている。
1）北海道新聞・夕刊 (11/08/2000)
12) Roberts S. Erikson，“The 2000 Presidential Election 
in Historical Perspective ，” Poli・0と・alSdence Quarterly 
(Spring, 2001 ) . p. 34
13) Erikson，“The 2000-－，＇’ p .43 
14）パーモント州選出の共和党上院議員JimJe妊or也氏
は，ブッシュ政権の右傾化・ 保守化に異議を申し立
て， 5月24日，党からの離脱を表明し，無党派に転じ
た。この結果， 上院は，民主党が多数派となった。
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The 2000 Presidential Election and the People's Choice 
in the United States 
Masako Aiushi Northern Regions Research Center for Human Service Studies 
Abstract 
The presidential election of the United States of America drew both national and int巴rnationalattention in 
November, 2000. The fallacious ballot form in one county and the incomplete vote count in another county in the State 
of Florida triggered a lengthy thirty 五veday dispute over who would be the next president of the United States. 
Finally the US Supreme Court made a judgment, only to help legitimize a president who failed to win the popular vote. 
The process of the dispute, and its result, have posed a fundamental question to American citizens , as well as to 
international society, of how to decide who is to be a national leader. 
Key Words : the United States Presidential Election, Electoral College, Voting System, Presidential Legitimacy 
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